
 

平成 17 年度事業報告書 

 

平成 17 年 9 月 29 日から平成 18 年 3 月 31 日まで 

 

                        特定非営利活動法人 情報社会生活研究所                                   

 

１ 事業の成果 

設立初年度のため、翌年度以降の潤滑なる活動の基盤を築くため、地域にてこれまで任意団体と

して行ってきた活動の引継ぎを中心に行った。このため、定款に定める諸事業のうち、②情報社

会における事業活動への助言又は支援事業、及び④情報社会生活に資する商品・サービスの提供

事業、⑤情報社会生活に関する調査研究事業については、実施しなかった。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

 (1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場

所 

従事者

の人数 

受益対象者の

範囲及び人数 

支出額 

(千円) 

①情報社会生

活に関する普

及啓発事業 

地域情報研究

講座の開催 

10 月 26 日、

1 月 27 日 

東 京 都

内 

１人/回 主に首都圏市

民（延べ 60 人） 
57 

地域情報化研

究会への参加 

10 月 26 日 東 京 都

内 

１人/回 教科書出版後

の読者（多数） 

③情報社会に

おける地域振

興への助言又

は支援事業 

住民発信型サ

イトの管理 

通年 事務所 ３人 不特定多数 

120 

ウォークデイ

実施 

10 月 2 日 丹 波 市

内 

５人/回 主に阪神圏市

民（約 200 人/

回） 

地域情報化関

連講師派遣 

12 月 17 日、

1 月 4 日、1

月 16 日 

丹 波 市

内、京都

府 

１人/回 地域住民述べ

300 人 

地域映像審査

支援 

３月 事務所 １人/回 主に京都府内

の地域情報化

に携わる不特

定の団体 

18 

  

(2) その他事業 

定款の 

事業名 
事 業 内 容 

実施 

日時 

実施 

場所 

従事者

の人数 

支出額 

（千円） 

①広告関連事

業 

オンライン情報媒体への広告掲

載 

10 月 事務所 １人 
72 

 


